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１．はじめに




























平成 24 年２月現在での、浄土宗の寺院数は 7051 ヶ寺（含総大本山）である。その内訳は正住寺院 5589 ヶ寺




本山を除く全浄土宗寺院のうち、過疎地域 5）にある浄土宗寺院は 987 ヶ寺 6）、全体に占める割合は 14.0％である。








2012 年 6 月、浄土宗総合研究所、および寺院問題検討委員会（浄土宗総務局所管）が主体となり、過疎地域
にある浄土宗寺院（無住寺院、代務寺院 7）は除く）に対して実施した。正住寺院版アンケート（710 ケ寺に配布。








































最近 20 年での檀家数の変化を聞いた。減少した（回答 8、9、10、11、12、13 の合計）との回答が 60％と
多くを占めている。一方、増加した（回答 2、3、4、5、6、7 の合計）は 14％と少ない割合であり、変化なしが
24％となっている。減少した戸数を見ると、最も多いのが 1-10 戸の減少が 26％である。次いで 11-20 戸の減少





























「遠方 14）の檀家の割合」について尋ねた質問（有効回答数 604、総回答数 627）では、１-２割が 29％、次いで











































今後 20 年での檀家数の変化予想を聞いた。減少する（回答 8、9、10、11、12、13 の合計）との回答が 79％
と多くを占めている。一方、増加する（回答 2、3、4、5、6、7 の合計）は 8％と少なく、「ほぼ変わらない」が 8％
となっている。先に「最近 20 年で、増加・減少を合わせて檀家の戸数の変化はどのくらいですか」との設問を見た。
ここでの回答は、「減少した」との回答が 60％、「増加した」は 14％、変化なしが 24％であった。最近 20 年よ
りも今後 20 年の方が、多くの住職が檀家減少を予想している。
また、減少予想戸数を見ると、最も多いのが 11-20 戸の減少が 23％、１-10 戸の減少が 18％である。次いで 21-30
戸の減少が 16％となっている。51 戸以上の檀家が減少すると予想している回答（回答 12、13 の合計）も９％ある。
過去 20 年での檀家減少数は、１-10 戸減少が 26％、11-20 戸の減少が 15％、21-30 戸の減少が９％であり、51 戸以
上の檀家が減少したとの回答は 5％であった。つまり、檀家の減少戸数も今後 20 年ほうが大きいと予想している。
















この後継者の有無を、檀家規模に分けて分析する。檀家 201-300 戸の場合には「はい」73％（有効回答数 78、
総回答数 80）、檀家 101-200 戸の場合には「はい」74％、（有効回答数 168、総回答数 171）であり、全回答者
での数値「はい」70％と大きな相違は見られない。しかし、檀家 100 戸以下を抽出すると、「はい」57％、「いい
え」43％である。檀家 100 戸以下の寺院においては、後継者未定の寺院が 4 割を超えることになる。なお、檀家


















この「兼務寺院にする」という回答を檀家規模に分けて抽出すると、檀家 201-300 戸（有効回答数 78、総回答
数 80）では、「兼務寺院にする」４％、檀家 101-200 戸（有効回答数 167、総回答数 171）では「兼務寺院にする」３％
であることから、檀家数が 101 戸以上の場合では寺院の兼務化を考える人は少ないことが分かる。なお檀家 201-
300 戸、檀家 101-200 戸いずれの場合も「合併・解散する」との回答は 0％であった。
一方、檀家 100 戸以下の場合で見ると、「兼務寺院にする」との回答が 18％になる（有効回答数 242、総回
答数 256）。また「合併・解散」も３％見られるようになる。檀家 50 戸以下の場合で見ると、「兼務寺院にする」
29％にまで上昇する（有効回答数 101，総回答数 107）。なお「合併・解散する」は４％である。このことから、































今後、日本では人口の減少、少子高齢化が一層進行することが予測されている。2060 年には人口 8674 万人、
高齢化率 39.9％と予測されている（人口問題研究所「日本の将来推計人口」平成 24 年１月推計）。2014 年 5 月には、
日本創成会議によって「消滅可能性都市」が発表された。これは、2040 年に 20-39 歳の女性が半分以下になる市
町村を指すが、この消滅可能性都市が全国で 523 市町村（全国市町村の 29.1％）にものぼる。人口減少、少子高
齢化が加速化することは、今後一層、寺院の檀家が減少することにつながる。
また近年、高齢者の単独世帯、夫婦世帯が急激に増加している。1980（昭和 55）年には、高齢者の単独世帯、















２）和歌山県有田・日高・野上地域８ヶ寺（2008 年 11 月）、千葉県南房総地域８ヶ寺（2009 年 10 月）、山梨県
八代・都留地域６ヶ寺（2010 年 3 月）、新潟県佐渡市５ヶ寺（2010 年 7 月）、島根県石見地域 12 ヶ寺（2010
年 12 月、2011 年６月）、高知県室戸・土佐清水地域４ヶ寺（2011 年 12 月）、熊本県天草・水俣地域 11 ヶ









５）過疎地域自立促進特別措置法２条１、33 条１、33 条の「旧・指定地域」、平成 24 年４月１日現在
６）ここでいう過疎地にある浄土宗寺院 987 ヶ寺とは、無住寺院と代務寺院を除いたものである
７）無住寺院とは住職がいない寺院のことであり、代務寺院とは一時的に他寺の住職が「代務住職」として寺院の
維持運営にあたっている寺院のことである
８）「生活ができない」とは、むろん住職の家族形態、あるいは配偶者の職業の有無などの条件も複雑に関係する
であろう。また、求める生活水準によっても「生活ができない」という基準には幅があるであろう
９）問 32「過疎という状況が貴寺院に及ぼしている問題、あるいは今後及ぼすであろう問題など、上の質問の他
にありましたら、教えてください」（自由記述）での回答より
10）浄土宗総合研究所『教化研究』20-23 参照
11）同註 10）
12）問 32（自由記述）での回答より
13）同註 10）
14）この場合の「遠方」とは、「近隣の市町村を含めた寺院の日常的行動範囲を超えた地域」とし、具体的範囲に
関しては回答者の主観に任せた
15）同註 10）
16）石見教区東京法要については、2012 年度浄土宗総合学術大会にて武田道生が「過疎地域における浄土宗寺院の
現状と課題――石見教区の事例――」として発表。この中では、法要参加者へのアンケート調査の結果も報告さ
れた。
17）同註 10）
18）同註 12）
19）内閣府『平成 26 年版　高齢社会白書』
一〇
